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力を更に促進し、犯罪被害者等が、どの機
関・団体などを起点としても必要な情報の提
供、支援などを途切れることなく受けること
のできる体制作りが行われるようにするた
め、推進会議の下に、「支援のための連携に
関する検討会」を設置し、関係機関・団体の
連携ネットワークの充実・強化とともに、全
国どこでも一定レベル以上の支援の質を確保
するため、コーディネーターの育成を含め、
民間の団体で支援活動を行う者の養成・研修
に関して、検討を行った。
同検討会においては、平成１９年４月、「犯

罪被害者支援ハンドブック（仮称）」の作成、
備付けや研修カリキュラムの作成・認定制度
の実施などを盛り込んだ中間取りまとめを行
い、中間取りまとめに対する国民からの意見
募集の結果を踏まえ、同年８月、最終取りま
とめを行った（P１７ コラム２「３つの『検
討会』の最終取りまとめ」参照）。現在、同
最終取りまとめに基づき、内閣府において、
「犯罪被害者支援ハンドブック・モデル案」、
「研修カリキュラム・モデル案」を作成して
いる。

40 「被害者連絡制度」等の改善
警察庁において、平成１８年１２月、被害者連

絡実施要領、「被害者の手引」モデル案を改
正し、連絡対象者や連絡内容を拡充するなど
した。これに基づき、都道府県警察では、犯
罪被害者等への適切な情報提供に努めてい
る。

41 更生保護官署と保護司との協働によ
る刑事裁判終了後の支援についての検
討及び施策の実施

法務省において、平成１９年１２月から、保護

観察所が犯罪被害者等に対する相談・支援を
行っており、犯罪被害者等からの相談に応じ
て、悩みや不安を聴くとともに、必要な情報
を提供するなどしている。この相談・支援業
務などに当たるため、全国の保護観察所に被
害者担当保護司が配置されている（P７１ コ
ラム５「更生保護における犯罪被害者等施策」
参照）。

《基本計画には盛り込まれていないが、基本
法・基本計画を踏まえ、平成１８年度以降新
たに実施しているもの》

42 犯罪被害者等支援主任者の指定
海上保安庁において、犯罪被害者等の支

援、関係機関との連絡調整を行う犯罪被害者
支援主任者を部署ごとに指定し、犯罪被害者
等の個々具体的な事情を把握し、その事情に
応じ犯罪被害発生直後から犯罪被害者等へ必
要な助言、情報提供などを行うとともに、具
体的な支援の説明を行うなど、犯罪被害者等
への経済的・精神的負担の軽減に努めてい
る。

43 支援制度に関する情報提供
海上保安庁において、ホームページで犯罪

被害者支援制度に係る周知を図るとともに犯
罪被害者等支援に係る業務を専門的かつ総合
的に取り扱う警務管理官の指導の下、犯罪被
害者等支援主任者に指名された海上保安官に
より、関係機関との連携・情報提供などに努
めている。

２ 調査研究の推進等（基本法第２１条関係）

《基本計画において、「速やかに実施する」
とされたもの》

⑴ 重症PTSD症例に関するデータ蓄
積及び治療法等の研究
文部科学省において、平成１７年度より科学
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技術振興調整費「重要課題解決型研究等の推
進」プログラムにおいて、「犯罪、行動異常、
犯罪被害等の現象、原因と、治療、予防の研
究」を採択し、本研究への支援を５年計画で
行っている。本課題では、これまでに得られ
た重症 PTSDの治療法などの研究成果を犯
罪被害者等支援の実践に活用することを目指
して、同１７年９月、東京医科歯科大学難治疾
患研究所・心的外傷ケアユニット（PTCU
（Psychological Trauma Care Unit））を開
設し
① 深刻な犯罪・重度事故被害者の PTSD
に対する認知行動療法（長時間曝露法）

② 犯罪被害者遺族の心的外傷性悲嘆
（PTSD＋悲嘆症状）に対する認知行動
療法（長時間曝露法を応用した複雑性悲
嘆治療）

を用いての治療研究を実施した。
長時間曝露法については、平成１８年７月、

有効性の高い治療法であり、治療終了後も効
果が維持されることが確認された。有効性の
厳密な検証として、同年８月から実施したラ
ンダム化比較対照試験（長時間曝露法群対通
常治療群）においても、有意な改善効果が確
認された。
複雑性悲嘆治療については、平成２０年３月

末までに１１名（殺人被害者遺族５名、事故被
害者遺族６名）の治療を終了し、悲嘆症状、
PTSD症状、抑うつ症状などのいずれにも効
果的であることが示唆された。今後も引き続
き対象症例を蓄積していく。

⑵ 犯罪被害者の精神健康の状況とその
回復に関する研究
厚生労働省において、平成１７年度より厚生

労働科学研究で「犯罪被害者の精神健康の状
況とその回復に関する研究」を３年計画で
行っている。
平成１７年度、１８年度で、犯罪被害者の精神

状態についての実態とニーズ調査、心理的外
傷治療の調査、精神保健福祉センターなどの
職員が犯罪被害者に関わる場合のマニュアル
作りのための調査などを行った。
平成１９年度は、１７年度、１８年度の調査研究

の結果などを踏まえて、精神科医療機関にお
ける犯罪被害者治療を促進するための提言を
まとめた。２０年度には、犯罪被害者等支援の
ためのマニュアル・ガイドラインを作成し、
精神保健福祉センターに配布する。

⑶ 犯罪被害者等の状況把握等のための
継続的調査の実施
内閣府において、犯罪被害者等の置かれた

状況や当該状況の経過などを把握するため、
身体犯一般、交通事犯、性犯罪といった被害
類型別、さらに本人、家族・遺族の関係別
に、犯罪被害者等の置かれた状況などに関す
る調査を平成１９年度に実施し、２０年４月に公
表した。
平成２０年度以降も継続的に調査を実施し、

施策の効果や時間の経過による影響などにつ
いても分析を行っていく。
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問1　過去30日の間の、健康上の問題の有無 問３　過去30日の間の、精神的な問題や悩みの有無

<パネル調査> <web調査>

あった なかった 無回答

殺人・傷害等

交通事故による被害

性犯罪による被害

殺人・傷害等

交通事故による被害

性犯罪による被害

(%)
サンプル数

61

96

25

57.4

64.6

64.0

あった なかった 無回答

(%)
サンプル数

61

96

25

75.4

78.1

80.0

19.7

9.4

4.0

4.9

12.5

16.0

39.3

29.2

28.0

3.3

6.3

8.0

犯罪被害類型等ごとに実施する継続的調査

１．調査の概要
本調査は、基本計画に基づき、被害類型別（身体犯・交通事故・性犯罪）、被害者との関係

別（本人・家族・遺族）に、犯罪被害者等の置かれた状況について継続的な調査を実施し、時
間の経過に伴う当該状況の経過等を把握することを目的とする調査であり、平成１９年から毎年
継続的に行われるものです。
調査対象者は、１０年以内に前記被害を受けた被害者本人又は遺族、家族であり調査手法とし

ては、被害者のプライバシー保護や安全確保、二次的被害防止の観点から、以下の２種類の方
法により、アンケート調査を実施しました。
①被害者団体・支援団体を通じて実施するパネル調査１

②モニターを利用したweb調査２

２．主な調査結果
⑴ 身体・精神状況について
被害類型を問わず、健康上の問題より精神的な問題や悩みがあったと回答した人の割合が

高く、また、重症精神障害の診断に該当する可能性が高い人３の割合も一般に比べて極めて
高くなっており、被害から年数が経過しても、特に精神面において悩み苦しむ被害者が多い
ことがうかがえます。
精神的な問題の解決手段として、パネル調査では、身体犯や交通事故の被害者の場合「自

助グループへの参加」、性犯罪被害者が「カウンセリング」を利用すると回答した人が多い
のに対し、web調査ではいずれの類型でも「身近な人に相談」、「何もしない」と回答した
人が多くなっています。これは、web調査の被害者は、支援団体とのつながりが少ないと
思われ、そのため、医療やカウンセリングを受けられる専門機関まで足を伸ばさず、結果と
して身近な人に相談またはその相談すら十分にできていない人が多いという可能性もありま
す。

COLUMN ６

１発送数５８１、有効回収数１８７（身体犯６１、交通事故９６、性犯罪２５）
２発送数９４３、有効回収数５８３（身体犯７０、交通事故４５２、性犯罪５７）
３被害者等の精神健康状態の測定について、本調査では「K６」と呼ばれるうつ病、不安障害に対する効率的なスクリー
ニング項目を用いました。６つの設問の合計値（合計３０）が高いほど精神健康の問題があることが多いという意味と
なり、合計値１３点以上が重症精神障害に該当する可能性が高いとされています。
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<パネル調査> <web調査>

0
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医
療
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関
（
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科
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外
も
含
む
）
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ン
セ
リ
ン
グ
を
受
け
た
り

自
助
グ
ル
ー
プ
に
参
加
し
た

家
族
や
知
人
に
相
談
し
た

特
に
何
も
し
て
い
な
い

4.34.3
1.31.3

32.632.6

21.721.7

43.543.5

30.430.4

17.417.4
13.013.0

49.349.3

24.024.0

53.353.3

42.742.7

16.016.0

6.76.7

55.055.0 55.055.0

15.015.0

45.045.0

21.121.1
19.019.0

33.333.3

5.35.34.64.6

18.518.5

1.11.1
7.47.4

31.631.6

39.739.7 40.740.7

13.213.2

4.64.6 3.73.7

39.539.5
44.344.3

37.037.0

10.010.0
5.05.0

に
通
っ
た

相
談
を
し
た
り
し
た

そ
の
他

無
回
答
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療
機
関
（
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科
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外
も
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む
）

カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
を
受
け
た
り

自
助
グ
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プ
に
参
加
し
た
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族
や
知
人
に
相
談
し
た

特
に
何
も
し
て
い
な
い

に
通
っ
た

相
談
を
し
た
り
し
た

そ
の
他

無
回
答

(%) (%)

殺人・傷害等 ｎ＝46
性犯罪による被害 n＝20

交通事故による被害 ｎ＝75 殺人・傷害等 ｎ＝38
性犯罪による被害 n＝27

交通事故による被害 ｎ＝174

<パネル調査>

<web調査>

問９　現在の生活の経済的な状況

裕福な
ほうだと思う

← どちらとも
いえない　　

→ 生活にとても
困っている

無回答

問９　現在の生活の経済的な状況

裕福な
ほうだと思う

← どちらとも
いえない　　

→ 生活にとても
困っている

無回答

殺人・傷害等

交通事故による被害

性犯罪による被害

殺人・傷害等

交通事故による被害

性犯罪による被害

(%)
サンプル数

70

452

47

(%)
サンプル数

61

96

25

7.1 21.4 45.7 11.4

0.0

0.0

0.014.3

4.028.020.036.08.04.0

3.1 10.4 58.3 13.5 12.5 2.1

1.69.824.654.13.36.6

10.020.645.617.56.4

5.3 26.3 40.4 19.3 8.8

⑵ 経済・生活状況について
現在の経済状態について、生活に困っていると回答した人が約３割を占めており、被害か

らの経過時間にかかわらず、経済的な問題を抱えている人が多いことがうかがわれます。
事件後の生活上の変化については、いずれの類型でも「学校または仕事を辞めた、変え

た」、「学校または仕事をしばらく休んだ」と回答した人、「長期通院や入院をしたりするよ
うなけがや病気をした」と回答した人の割合が高く、被害直後から日常生活を継続すること
が困難となる人が多いと考えられます。



第
２
章

基
礎
資
料

第
１
章

第
２
節

第
３
節

第
４
節

第
５
節

第
１
節

第４節 支援等のための体制整備への取組

９１

<パネル調査>殺人・傷害等 <web調査>殺人・傷害等

問13（１）　事件後の生活上の変化とその時期

（%） （%）
24.3

40.0

31.4

17.1

2.92.9

2.92.9

1.41.4

1.41.4

1.41.4

5.7

2.92.9

34.3

14.3

8.6

12.9

1.41.4

7.1

4.34.3

7.1

8.6

5.7

4.34.3

4.34.3

2.92.9

2.92.9

1.41.4

8.6

1.41.4

4.34.3

4.34.3

4.34.3

4.34.3

2.92.9

4.34.3

2.92.9
1.41.4

1.41.4

4.34.3

2.92.9

4.34.3

5.75.7
1.41.4

4.34.3

2.92.9

1.41.4

4.34.3
1.41.4

2.92.9

1.41.4

1.41.4

1.41.4

1.41.4

1.41.4

2.92.9

1.41.4

1.41.4
2.92.9

62.9

47.1

60.0

70.0

87.1

95.7

91.4

88.6

91.4

85.7

88.6

57.1

81.4

84.3

81.4

98.6

23.0

36.1

14.8

8.2

3.3

3.33.3

11.5

11.5

26.2

24.6

16.4

19.7

8.2

16.4

4.9

19.7

11.5

1.61.6

4.9

1.61.6

8.2

3.33.3

8.2

11.5

16.4

18.0

9.8

9.8

8.2

4.9

8.2

3.33.3

1.61.6

3.33.3

4.94.9

3.33.3

3.3

1.6

3.3

3.3

1.61.6

47.5

45.9

57.4

72.1

88.5

78.7

88.5

80.3

86.9

68.9

65.6

36.1

50.8

57.4

59.0

18.0

11.5

13.1

11.5

9.8

9.8

13.1

9.8

9.8

9.8

13.1

11.5

24.6

11.5

16.4

9.8

68.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

事件から一年未満の
間に経験した

事件から一年～五年の
間に経験した

事件から五年以上過ぎ
た後に経験した

時期はおぼえていない
が経験した

経験していない 無回答

LAYER1：F4　３類型　0001：殺人・傷害等

問13（1）　事件後の生活上の変化とその時期

事件から一年未満の
間に経験した

事件から一年～五年の
間に経験した

事件から五年以上過ぎ
た後に経験した

時期はおぼえていない
が経験した

経験していない 無回答

LAYER1：F4　３類型　0001：殺人・傷害等

学校または仕事を辞めた、変えた

学校または仕事をしばらく休んだ
(休学、休職)

長期通院や入院をしたりするような
けがや病気をした

転居(引越し)をした

自分が結婚した

自分が別居・離婚をした

自分に子どもが生まれた

同居している家族が結婚した

同居している家族に
子どもが生まれた

同居している家族の看護・介護が
必要になった

家族が亡くなった

家族間の信頼が深まった

家族間で不和が起こった

学校や職場、地域の人々との
関係が親密になった

学校や職場、地域の人々との
関係が悪化した

その他

学校または仕事を辞めた、変えた

学校または仕事をしばらく休んだ
(休学、休職)

長期通院や入院をしたりするような
けがや病気をした

転居(引越し)をした

自分が結婚した

自分が別居・離婚をした

自分に子どもが生まれた

同居している家族が結婚した

同居している家族に
子どもが生まれた

同居している家族の看護・介護が
必要になった

家族が亡くなった

家族間の信頼が深まった

家族間で不和が起こった

学校や職場、地域の人々との
関係が親密になった

学校や職場、地域の人々との
関係が悪化した

その他

⑶ 支援や制度の利用経験の有無、満足度について
事件後に何らかの支援を受けたり制度を使ったりしたことがあると回答した人の割合は全

体として低率でした。これは、基本計画策定後に新たに導入された支援や制度が多いこと、
提示されても特に活用しなかった人がいることなどが影響していると考えられます。
一方、パネル調査とweb調査を比較すると、被害者団体や支援団体とつながりの深い被
害者が対象とされたパネル調査の方が全体として何らかの支援を受けたり制度を使ったりし
たことがあると回答した人の割合が高くなりました。これは、支援や制度に関する情報提供
において、被害者団体・支援団体などの民間団体が一定の役割を果たしていることを示して
いるとともに、支援や制度に関する周知・啓発に課題を提示した結果ともいえます。
また、事件から１年以内の利用率が低い支援や制度は、１年以降も利用率が低いままであ

り、支援や制度の開始直後の認知・利用の促進が重要であることが分かりました。

⑷ 二次的被害について
「加害者関係者」や「捜査や裁判等を担当する機関の職員」から気持ちを傷つけられるこ

とがあったと回答した人の割合が、いずれの類型でも高い結果となりました。さらに、家族
や友人、職場や地域の人など、普段の生活において身近な人々から二次的被害を受けたと回
答した人も一定割合を占めました。
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<パネル調査>殺人・傷害等 <web調査>殺人・傷害等

49.2 9.8 4.94.9 32.8 3.3 3.3 

11.5 16.4 36.1 13.1 6.6 13.1 3.33.3

4.84.8 9.8 11.5 18.7 13.1 36.1 4.84.8

13.1 14.8 6.6 3.33.3 13.1 44.3 4.84.8

4.8 9.8 9.86.6 23.0 42.6 3.33.3

29.5 19.7 4.94.913.1
3.33.3

26.2 3.33.3

14.8 6.69.816.4 4.84.8 45.8 3.63.6

21.3 26.2 19.7 13.1 6.6 9.8 3.3 3.3 

11.5 13.113.119.7 9.8 29.5 3.33.3

21.3 16.4
1.61.6

18.0 27.8 11.5 3.33.3

14.8 16.424.6
3.33.3

27.8 9.8 3.33.3

9.8 4.94.9
1.61.6

18.0 63.8

30.0 10.0 7.1
1.4 1.4 

51.4 

11.4 18.6 8.6 4.34.35.75.7 51.4 

5.7 5.7 12.９ 7.1 21.4 47.1

4.34.3 81.4
2.９2.９
8.6
1.4 1.4 
1.41.4

7.1
1.41.4

1.41.4
2.９2.９

87.1

7.1 4.34.3
4.34.3
1.41.4 82.9

5.75.7 7.1 
2.９2.９ 1.41.4

4.34.3 78.6

4.34.3 7.1 8.6
1.41.4

15.7 62.9

7.1 7.1 5.7 8.6
1.41.4

25.7 51.4 

2.92.9 5.7 11.4 32.8 44.3 
2.９2.９

5.7 4.3 11.4 5.7 35.7 37.1

2.92.9 5.7 88.6
2.92.9

LAYER1：F4　３類型　0001：殺人・傷害等

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

問18（1）　事件から１年以内：二次的被害をうけた対象

LAYER1：F4　３類型　0001：殺人・傷害等

問18（1）　事件から１年以内：二次的被害をうけた対象

気持ちが傷
つけられる
ことが多
かった

気持ちが傷
つけられる
ことが少し
あった

気持ちが傷
つけられる
ことがほと
んどなかっ
た

気持ちが傷
つけられる
ことがなか
った

関わりが
なかった

無回答どちらとも
いえない

加害者関係者
(加害者本人・家族、弁護人等)

捜査や裁判等を担当する機関の
職員(警察官、検事、裁判官等)

病院等医療機関の職員

自治体職員(警察職員を除く、都道
府県や区市町村の窓口職員等)

民間団体の人(被害者支援団体、
被害者団体、自助グループ)

報道関係者

近所、地域の人

同じ職場、
学校等に通っている人

友人、知人

家族、親族

その他

世間の声(インターネット掲示板への
書き込みや無記名の投書者)

加害者関係者
(加害者本人・家族、弁護人等)

捜査や裁判等を担当する機関の
職員(警察官、検事、裁判官等)

病院等医療機関の職員

自治体職員(警察職員を除く、都道
府県や区市町村の窓口職員等)

民間団体の人(被害者支援団体、
被害者団体、自助グループ)

報道関係者

近所、地域の人

同じ職場、
学校等に通っている人

友人、知人

家族、親族

その他

世間の声(インターネット掲示板への
書き込みや無記名の投書者)

（%）
サンプル数

61

61

61

61

61

61

61

61

61

61

61

61

気持ちが傷
つけられる
ことが多
かった

気持ちが傷
つけられる
ことが少し
あった

気持ちが傷
つけられる
ことがほと
んどなかっ
た

気持ちが傷
つけられる
ことがなか
った

関わりが
なかった

無回答どちらとも
いえない

（%）
サンプル数

70

70

70

70

70

70

70

70

70

70

70

70

<パネル調査>

問19　今後、実現・充実させていくことが望ましい施策（5つまで回答）

（%）
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44.344.3

35.435.4

20.020.0

41.041.0
38.538.5

16.4 16.4 15.615.6 16.016.0

39.339.3

60.460.4

28.028.0

3.33.3

16.7 16.7 

32.032.0

45.945.9
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18.818.8

12.012.0
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す
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等
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国
や
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方
自
治
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よ
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民
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民
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団
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に
よ
る
支
援
の
全
国

日
常
家
事
や
同
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世
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被
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報
道
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関
か
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国
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の
理
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と
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協
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確
保
す
る
た
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広
報
啓
発

そ
の
他

無
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護
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き
る
場
の
紹
介

補
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等
へ
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充
実
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改
善
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配
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に
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殺人・傷害等　n=61 交通事故による被害　n=96 性犯罪よる被害　n=25

18.818.8

⑸ 今後望まれる施策について
いずれの類型においても、「民事損害賠償請求への援助」、「犯罪被害者等に対する加害者
の情報提供の充実」、「犯罪被害者等に対する給付制度の充実」、「PTSD等重度ストレス反
応の治療専門家の養成」を望む声が多くみられました。
上記のほか、パネル調査では、身体犯の被害者で、「刑事裁判・少年審判への参加の機会

拡充」や「司法・行政機関職員の理解・配慮の増進」といった裁判に関わる配慮や支援につ
いて望む人の割合が高くみられました。また、性犯罪の被害者では、「居住の確保」や「雇
用の確保」といった、生活の根幹に関わる事項についてのニーズがそれぞれ他類型よりも高
く、厳しい状況に置かれていることがうかがわれます。
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<web調査>

問19　今後、実現・充実させていくことが望ましい施策（5つまで回答）
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殺人・傷害等　n=70 交通事故による被害　n=452 性犯罪よる被害　n=57

３．まとめ
今回の調査によって、犯罪被害者等の方々の多くが、経済・生活・精神健康などにさまざま

な問題を抱えていることが明らかとなりました。一方で、こうした問題に対する支援・制度に
ついては、必ずしも犯罪被害者等の方々のニーズに対応していないため、周知・啓発をより一
層行っていく必要があります。
本調査は、今後も毎年継続して実施することになっており、支援・制度の効果や時間の経過

による状況の変化などについても詳細な分析を行い、犯罪被害者等の実態をより正確に把握し
ていくことが求められます。
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⑷ 女性に対する暴力による被害の実態
把握に関する調査
内閣府において、平成１１年度、１４年度、１７

年度に女性に対する暴力による被害の実態把
握に関する調査を行っている。前回の調査か
ら３年後に当たる２０年度は、これらの先行調
査の結果などを踏まえ、配偶者に該当しない
交際相手などからの暴力も含む女性に対する
暴力の被害実態を把握するための調査を行
う。

⑸ 警察庁における犯罪被害の実態等に
ついての継続的調査研究
警察庁において、従来から、学識経験者や

実務家とも連携して、殺人、性犯罪などの被
害類型ごとに実態調査を行い、犯罪被害者等
への対応の在り方など、その後の被害者支援
の参考としている。
今後とも犯罪被害の実態などについて調査

研究を継続的に実施し、警察の行う被害者支
援の更なる充実にいかしていく。

⑹ 法務省における「犯罪被害実態調査」
の調査方法に関する検討
法務省において、国連が中心となって行う

「国際犯罪被害実態調査」に参加する形で平
成１２年から国内調査を４年ごとに実施してき
た。３回目となる２０年の調査は、１６年の前回
調査（２回目）を踏まえ、被害の実態につい
てより一層精緻な数値が得られるよう検討し
た結果、前回の２倍の数の犯罪被害者等を対
象とし、２０年１月から３月にかけて全国で実
施した。今後、関係機関において犯罪被害者
等に対する適切な支援策など被害者関係施策
について幅広く検討する際の基礎資料として
活用されるよう、平成２０年中に調査結果を取
りまとめ、情報提供をしていきたい。

⑺ 脳死及び臓器移植に関する犯罪被害
者等への配慮
厚生労働省において、臓器提供者（交通事

故被害者を含む。）の家族（以下「ドナー家

族」という。）に特有な心理的な問題などに
ついて、「脳死下での臓器提供事例に係る検
証会議」の下に設置された「ドナー家族の心
情把握等作業班」により、ドナー家族の心情
把握などの方法について検討してきた。
平成１４年１２月に第１回会議を開催してから

２０年３月までに計１３回の作業班会議を開催し
た。１９年度に、それまでの検討内容を踏ま
え、ドナー家族からのヒアリングなどを実施
し、ドナー家族の心情把握を行いその結果を
報告書としてとりまとめたところであり、今
後の臓器移植コーディネート業務の評価、改
善などに活用していく。

⑻ 警察における被害者支援に携わる職
員等への研修の充実
警察において、職員の犯罪被害者等への適

切な対応を確実にするため、各級警察学校、
職場での研修の充実を図っている。
具体的には、各級警察学校において、職員

の採用時や昇任時、専門分野への任用時に被
害者支援に係る教育を実施しているほか、被
害者支援担当者を対象として、被害者支援に
関する高度な知識、技能を修得させるための
専門教育を実施している。
また、警察署などの職場においては、警察

本部被害者支援担当課による巡回指導、部外
有識者を招請しての研修会や特別講義、個々
の具体的な支援要領についてのグループ討議
などの各種教育を行っている。

⑼ 犯罪等による被害を受けた児童の継
続的な支援を行う警察職員の技能取得
警察において、都道府県警察の少年サポー

トセンターなどに勤務する被害児童の継続的
な支援を行う少年補導職員などに対し、大学
教授やカウンセラーなどの専門家を講師とし
たカウンセリングの技法に関する講習（カウ
ンセリング技術専科など）を実施している。
また、大学の研究者、精神科医、臨床心理

士など部外の専門家を被害少年カウンセリン
グアドバイザーとして委嘱し、支援を担当す
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る職員が専門的な助言を受けることができる
ようにしている。

⑽ 日本司法支援センターが蓄積した情
報やノウハウの提供
法テラスにおいて、平成１９年１月から、法

テラスのホームページにおいて、犯罪被害者
支援を行う関係機関・団体などの情報を提供
している（同ホームページ http://www.
houterasu.or.jp/トップページ向かって右上
にある「相談窓口情報検索」）。また、同情報
検索の方法に関する説明も併せてホームペー
ジで公開し、その利用を促している。さら
に、犯罪被害者等から関係機関・団体の窓口
に、当該機関などで実施している支援以外の
問い合わせが寄せられた場合には、コールセ
ンターや全国の地方事務所を紹介してもら
い、適切な支援窓口や犯罪被害者の支援の経
験や理解のある弁護士の紹介などを行ってい
る。

⑾ 臨床心理士による犯罪被害者等に対す
る支援活動についての調査研究の実施
文部科学省において、「臨床心理士の資質

向上に関する調査研究」を行い報告書を取り
まとめた（P４３⑿「犯罪被害者等に関する専
門的知識・技能を有する臨床心理士の養成
等」参照）。

⑿ 虐待を受けた子どもの保護等に携わ
る者の研修の充実
厚生労働省において、児童虐待問題や非

行・暴力などの思春期問題に対応する第一線
の専門的援助者の養成などを行う「日本虐
待・思春期問題情報研修センター（子どもの
虹情報研修センター）」における、児童相談
所、児童福祉施設、市町村職員、保健機関な
どの職員を対象とする各種の専門研修に対す
る支援を行い、これら職員の資質の向上を
図っている。

⒀ 民間の団体の研修に対する支援
警察・法務省・文部科学省・厚生労働省・

国土交通省において、研修に関する講師派遣
や会場の借上げなどの支援を行っている（P９７
⑷「民間の団体への支援の充実」参照）。


